第3章 国家発展改革委員会と産業政策 -- 物流業政策をケースとして by 大西 康雄
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⑸　 第12次 5 カ年長期計画，「物流業の健康な発展を促進する政策措置に
関する意見」
　「調整振興計画」に続く重要な政策文書は第12次 5 カ年長期計画（以下，
12･ 5 長期計画）である。物流について言及されたおもな部分は第 4篇第15章


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































中国倉庫貯蔵協会 1997 社団法人 約200 商務部





中国電子商務協会 2000 社団法人 工業・情報化部


















名　　　称 設立年 性格 会員企業数 主務官庁 備考（発行雑誌など）
中国包装技術協会 1980 社団法人 商務部











中国民用航空協会 不明 社団法人 197 民用航空総局






























































5 カ年計画 産業発展計画 産業年次計画
行政権限
策定 執行 策定 執行 策定 執行
※中国共産党 ○ 監督 監督
※全人代専門委 ○ 監督 監督
中央政府
マクロ政策官庁 ◎ ◎ ○ 監督 ○ 監督 ○
産業官庁 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
国有企業 △ ○ △ ○ △ ○
業界団体 △ ○ △ ○ △（行政補助）
民間企業・外資企業 ○ ○ ○
地方政府
マクロ政策官庁 △ ○ △ ○ △ ○ ○
産業官庁 △ ○ △ ○ △ ○ ◎
国有企業 △ ○ △ ○ △ ○





























たい。2013年 3 月の第12期全国人民代表大会第 1 回会議で，鉄道部の大幅改










































co.jp，2004年 7 月 7 日アクセス）。
⑼　Vendor Managed Inventory，ベンダー管理在庫方式。メーカーや卸売業者が
小売業者に代わって店頭の在庫を管理するサービス。
⑽　Just In Time，必要なときに，必要なものを，必要なだけ調達し，無駄な在
庫を持たない方式
⑾　Radio Frequency Identification，移動体が一定地点を通過した時点で，移動体
と固体設備との間で，電波等によるデータ伝送が行われ，移動体の認識や移
動体に対するデータの書き換えなどが自動的に行われるシステム。
⑿　社会科学院学者，発改委シンクタンクの学者へのヒヤリング（2013年 2
月）。鉄道部に関しては，第18期全国人民代表大会での決定（2013年 3 月）。
⒀　『快逓服務“十二五”規画』（2013年）（http://www.ce.cn/cysc/itys/zhwl/ 
201302/19/t20130219_21427266.shtml）
⒁　国家発展改革委・総合運輸研究所での筆者ヒヤリング（2006年 7 月12日）。
また，中国物流与採購連合会編（2011）「序」においてもこの事実が指摘され
ている。
⒂　物流を専門とする学者（北京物資学院）は，筆者との意見交換においてこ
うした見解を披露した（2012年11月）。
⒃　中国物流研究会「第 2回中国鉄道コンテナ輸送調査」日本海事新聞2013年
11月25日付
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